
○瑞穂町地域活動支援センター事業実施要綱  

平成１８年１０月１日  

告示第２０２号  

（趣旨）  

第１条  この要綱は、瑞穂町地域生活支援事業実施規則（平成１８

年規則第５０号。以下「実施規則」という。）第３条の規定に基

づき、地域活動支援センター事業（以下「事業」という。）につ

いて必要な事項を定めるものとする。  

（事業内容）  

第２条  この事業は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律に基づく地域活動支援センターの設置及び運営

に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７５号）に基づき行

うものとする。  

２  事業の類型及び事業内容は、次に掲げる各号の区分に応じ、当

該各号に定めるところによる。  

（１）地域活動支援センターⅠ型  精神保健福祉士等専門職員を

配置して行う、医療又は福祉のサービスを行う者等及び地域の

社会基盤との連携強化のための調整、地域住民ボランティア育

成並びに障害に対する理解促進を図るための普及啓発等の事業  

（２）地域活動支援センターⅡ型  地域において就労が困難な在

宅障害者又は障害児（以下「障害者等」という。）に対し、機

能訓練、社会適応訓練及び入浴等のサービスを行う事業  

（３）地域活動支援センターⅢ型  地域の障害者団体等が地域の

障害者等の援護のために行う小規模作業所等への通所による事

業  

（対象者）  

第３条  事業の対象者は、町の区域内に居住地を有する障害者等で、

施設を利用する必要があると町長が認める者で、次の各号のいず

れかに該当するものとする。  

（１）身体障害者手帳の交付を受けている障害者等  

（２）愛の手帳又は療育手帳の交付を受けている障害者等  

（３）精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている障害者等  

（申請）  

別紙３  



第４条  事業を希望する障害者又は障害児の保護者（次条において

「申請者」という。）は、瑞穂町地域活動支援センター事業給付

費支給申請書兼利用者負担額減額・免除等申請書（様式第１号）

を町長に提出するものとする。  

（利用の要否決定）  

第５条  町長は、前条に規定する申請があったときは、速やかにそ

の内容を審査の上、利用の要否を決定し、瑞穂町地域活動支援セ

ンター事業給付費決定通知書兼利用者負担額減額・免除等決定通

知書（様式第２号）又は瑞穂町地域活動支援センター事業給付費

却下決定通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとす

る。この場合において、瑞穂町地域活動支援センター事業給付費

決定通知書兼利用者負担額減額・免除等決定通知書を受けた者（以

下「利用者」という。）には地域生活支援事業受給者証（様式第

４号。以下「受給者証」という。）を交付するものとする。  

（基準支給量）  

第６条  事業の基準支給量は、１月当たり２２日とする。  

２  町長は、事業の支給量を決定するときは、勘案事項等を総合的

に判断し適切な支給量を決定するものとする。  

３  第１項の規定にかかわらず、申請に係る障害者等の障害の状況、

当該障害者の介護を行う者の状況等により一時的に基準支給量を

超える支給量を決定することができる。  

（利用方法）  

第７条  利用者は、瑞穂町地域生活支援事業事業者の登録等に関す

る規則（平成１８年規則第５１号）第４条の規定により登録され

た事業者（以下「指定事業者」という。）に受給者証を提示して、

当該事業のサービスを受けるものとする。  

（支給決定の変更の申請）  

第８条  利用者は、第５条の規定による決定に係る支給量又は利用

者負担上限額算定のために必要な事項を変更する必要があるとき

は、瑞穂町地域活動支援センター事業給付費支給変更申請書兼利

用者負担額減額・免除等変更申請書（様式第５号）を受給者証と

ともに町長に提出するものとする。  

（支給決定の変更の申請に係る通知）  



第９条  町長は、前条に規定する申請があったときは、速やかにそ

の内容を審査の上、その結果を瑞穂町地域活動支援センター事業

給付費変更決定通知書兼利用者負担額減額・免除等変更決定通知

書（様式第６号）により利用者に通知するものとする。  

（申請内容の変更の届出）  

第１０条  利用者は、障害者等又は障害児の保護者の氏名、居住地、

生年月日及び連絡先を変更したときは、受給者証とともに地域生

活支援事業受給者証内容変更届（様式第７号）により町長に届け

出るものとする。  

（支給決定の取消し）  

第１１条  町長は、利用者が次の各号のいずれかに該当すると認め

るときは、当該利用者に係る支給決定を取り消すことができる。

この場合において、瑞穂町地域活動支援センター事業給付費決定

取消通知書（様式第８号）により利用者に通知するものとする。  

（１）事業の対象者でなくなったとき。  

（２）不正又は虚偽の申請により利用決定を受けたとき。  

（３）前２号に掲げるもののほか、町長が利用を不適当と認める

とき。  

２  町長は、前項の規定により支給決定を取り消したときは、当該

取消しに係る利用者に対し、受給者証の返還を求めるものとする。 

（受給者証の再交付）  

第１２条  支給決定の有効期間内において、受給者証を破り、汚し、

又は紛失した利用者は、地域生活支援事業受給者証再交付申請書

（様式第９号）を町長に提出するものとする。  

２  受給者証を破り、又は汚した場合の前項の申請には、同項の申

請書に、その受給者証を添えるものとする。  

３  受給者証の再交付を受けた後、失った受給者証を発見したとき

は、速やかにこれを町長に返還しなければならない。  

（地域活動支援センター事業給付費）  

第１３条  町長は、利用者が支給決定の有効期間内において指定事

業者から事業のサービスを受けたときは、当該利用者に対し、当

該事業に要した費用について、地域活動支援センター事業給付費

を支給する。  



２  町長は、利用者が指定事業者に前項の地域活動支援センター事

業給付費の受領を委任したときは、当該利用者に代わり、その者

に支給すべき額の地域活動支援センター事業給付費を当該指定事

業者に支払うものとする。  

３  前項の規定により、地域活動支援センター事業給付費の受領を

委任された指定事業者が事業に係る地域活動支援センター事業給

付費を請求しようとするときは、サービスを提供した月の翌月の

１０日までに町長に対し、次に掲げる書面を提出しなければなら

ない。  

（１）瑞穂町地域活動支援センター事業給付費請求書（様式第１

０号）  

（２）瑞穂町地域活動支援センター事業給付費明細書（様式第１

１号）  

（３）地域活動支援センター事業サービス提供実績記録票（様式

第１２号）  

４  町長は、前項の請求のあった日から３０日以内に内容を審査の

上、地域活動支援センター事業給付費を支払うものとする。  

５  第１項の規定にかかわらず、利用者が事業に要した費用を指定

事業者に支払った場合において、町長は、当該利用者から当該事

業に係る地域活動支援センター事業給付費の請求があったときは、

当該利用者に対し、事業に係る地域活動支援センター事業給付費

を支払うものとする。  

６  前項の規定により、事業に係る地域活動支援センター事業給付

費を請求しようとする利用者は、領収書（指定事業者が当該事業

に要した費用の支払いを受け、発行したものをいう。）及び地域

活動支援センター事業サービス等提供証明書を町長に提出しなけ

ればならない。  

（地域活動支援センター事業給付費の額）  

第１４条  地域活動支援センター事業給付費の額は、事業に通常要

する費用につき、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律に基づく瑞穂町地域生活支援事業等に要する費用

の額の算定に関する基準（平成１８年告示第１９６号）により算

定した額（その額が現に事業のサービスに要した費用の額を超え



るときは、当該現に事業のサービスに要した額）の１００分の９

０に相当する額とする。  

２  利用者が同一の月内に受けた事業並びに実施規則第２条第１項

の移動支援事業及び日中一時支援事業に要した費用の合計額から、

それぞれの事業の当該同一の月における給付費の合計額を控除し

て得た額が、当該利用者の家計に与える影響その他の事情をしん

酌して町長が別に定める額を超えるときは、前項の規定にかかわ

らず、当該同一の月における地域活動支援センター事業給付費の

額は、前項の規定により算定した額の１００分の９０に相当する

額を超え１００分の１００に相当する額以下の範囲内の額とする。 

（障害福祉サービスとの適用関係）  

第１５条  瑞穂町障害福祉サービス支給決定基準（平成１８年告示

１９５号）で定める日中活動系サービスを利用している障害者等

は、この事業の支給決定を受けることができない。ただし、この

事業を複数利用することが当該障害者等の自立に効果的である等、

正当な理由があると町長が認めるときは、この限りでない。  

２  前項ただし書の場合において、町長は、当該障害者等が同一の

日のうちに複数の日中活動系サービスを利用することを認めるこ

とができない。  

附  則  

（施行期日）  

１  この告示は、平成１８年１０月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この告示の施行の日の前に行われた支給決定の手続その他の行

為は、この告示の規定により行われたものとみなす。  

附  則（平成２５年３月２９日告示第６８号）  

この告示は、平成２５年４月１日から施行する。  

附  則（令和元年１２月２７日告示第１９２号）  

（施行期日）  

１  この告示は、令和２年１月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この告示の施行の際、第３条及び第５条から第１３条までの規

定による改正前の瑞穂町後期高齢者医療葬祭費支給事務要綱様式



第１号、瑞穂町ごみ収集所跡地の譲渡に関する基準第２号様式、

瑞穂町移動支援事業実施要綱様式第２号、様式第３号、様式第６

号及び様式第８号、瑞穂町日中一時支援事業実施要綱様式第２号、

様式第３号、様式第６号及び様式第８号、瑞穂町地域活動支援セ

ンター事業実施要綱様式第２号、様式第３号、様式第６号及び様

式第８号、瑞穂町重度身体障害者（児）住宅設備改善費給付事業

実施要綱様式第３号及び様式第６号、瑞穂町補装具費の代理受領

に係る補装具業者の登録等に関する要綱様式第５号、瑞穂町訪問

入浴サービス事業実施要綱様式第４号、様式第５号、様式第７号

及び様式第８号、瑞穂町障害児等タイムケア事業実施要綱様式第

２号、様式第３号、様式第６号及び様式第８号並びに瑞穂町精神

障害者地域活動支援センター事業実施要綱様式第２号、様式第３

号、様式第６号及び様式第８号による用紙で、現に残存するもの

は、所要の修正を加え、なお使用することができる。  

附  則（令和４年３月３１日告示第７７号）  

（施行期日）  

１  この告示は、令和４年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この告示の施行の際、この告示による改正前の告示の様式によ

る用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用す

ることができる。  



 



 



 



 



 



 



 

 


